
令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証について　

〇交付対象事業

〇新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金限度額　　　　　

（単位：千円）

１次分 ２次分 ３次分 合計

80,618 204,711 102,954 388,283

（単位：千円）

国県等
補助金

交付金
充当額

その他収入 一般財源

1

住民生活
支援
事業所支
援

水道事業会計繰出・補助
（住民生活及び事業活動
支援事業）

住民生活と事業所の事業継続・再開
に向けた営業活動を支援するため、水
道料金の基本料金とメーター使用料を
減免。

R2.6
R2.9

11,538 11,000 538

不要不急の外出が要請されたことに
よる住民の生活支援と経営に影響の
あった事業者を支援するため、水道
料金の基本料金とメーター使用料を
減免することで、安定した生活および
経営継続を支援することができた。

水道課

2
事業所支
援

事業所感染防止対策支
援事業

感染拡大防止対策を行った事業者や
店舗に対し、マスク、消毒液、体温計、
アクリル板設置などの購入・工事にか
かった費用の一部を10万円を限度に
補助。
実績は240事業所。

R2.6
R3.3

21,170 18,130 3,040

感染拡大防止対策を行った事業者に
支援をすることで、感染防止対策及び
事業所の経営継続を支援することが
できた。

産業課

3
 事業所
支援

デリバリー・テイクアウト支
援事業

外出自粛に伴いテイクアウトなどに取
組む飲食店に対し、チラシ、のぼり、容
器などの制作・購入費用及び宅配に伴
う燃料費などの費用の一部を10万円を
限度に補助し、飲食店への支援を図っ
た。実績は25店舗。

R2.6
R3.3

2,003 1,000 1,003
テイクアウトにより感染拡大予防する
新しい生活様式の定着を図るための
支援をすることができた。

産業課

　新型コロナウイルスの感染拡大防止とともに、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地域の実情に応じて必要な事業を取り
組みました。

担当課
Ｎ
ｏ

区分 事業の名称 事業の概要・実施状況
始期
終期

効果検証事業費

財　　源

1



国県等
補助金

交付金
充当額

その他収入 一般財源
担当課

Ｎ
ｏ

区分 事業の名称 事業の概要・実施状況
始期
終期

効果検証事業費

財　　源

4
 事業所
支援

甘楽町持続化給付金事
業

国の持続化給付金に該当とならない
事業者を含め、幅広く影響を受けてい
る前年同月比20％以上売上が減少し
た事業者に対し、1事業者あたり上限
20万円を支援。実績は520事業者。

R2.6
R3.3

103,326 98,732 4,594

休業要請等により売上減少に直面し
ている事業者に固定費等に補填する
ことにより、経営継続を支援すること
ができた。

産業課

5
 住民生
活支援

ふるさと甘楽仕送り便事
業

甘楽町から親元を離れ生活している大
学生などへ町内で製造・生産されてい
る食品・農産物を送ることにより、事業
者などへ販売促進支援及び大学生な
どへの生活支援。
116名の学生に対して7月と11月の２回
発送。

R2.6
R3.2

1,497 1,400 97

地元を離れ生活している大学生に町
の特産品を送ることで、町内事業者支
援と大学生の生活支援を図ることが
できた。

産業課

6
 住民生
活支援

学校休校に伴う「子育て
世帯応援金」事業

子どもが家庭で過ごす時間が長くな
り、食費、光熱水費や生活必需品の支
出が増加したため、小中高校生のいる
家庭に対して支援。
給付金　1,240人×10,000円

R2.4
R2.6

12,517 12,460 57

学校の休業に伴い、家庭で過ご時間
が長くなり、食費、高熱水費の支出が
増額したため、応援金を支出すること
により、家庭に対し支援することがで
きた。

教育課

7
感染拡大
防止対策

GIGAスクールに向けた市
町村負担分端末購入事
業

学校休業中でも自宅で切れ目のない
学習機会を確保するため、全児童生
徒にタブレットを導入。
購入台数766台のうち国庫補助台数
618台を除いた町購入148台分　＠
44,330円

R2.6
R3.3

6,561 6,000 561

休校による学習の遅れを取り戻すた
めの効率的な学習及び再度の休校に
備えた遠隔学習が可能となり、切れ目
のない学習を支援することができた。

教育課

8
住民生活
支援

「特別定額給付金」出産
応援事業

新型コロナウイルス感染拡大により、
健康や経済的不安の中で出産・育児
をする親に対し、4/28以降に出生した
子どもにも「特別定額給付金」と同額
の10万円を支給。

R2.4
R3.3

5,900 5,300 600

国の特別定額給付金の対象とならな
い新生児の父または母に対し、給付
金を支給することで、安心して出産、
子育てができるよう支援することがで
きた。

企画課

9
地域経済
対策

かんらでお食事割引券発
行事業

消費が落ち込んでいる町内飲食店及
び食品小売店を支援するため、お食事
割引券（1000円以上の会計で500円割
引となる割引券。世帯２枚分を広報紙
に印刷）を発行した。
5,200部（全世帯数）×45%(利用率)×
500円割引券×2枚＝234万円

R2.9
R3.2

2,190 2,000 190
広報紙に割引券を刷り込むことでコス
トかからず、飲食店への経済対策とし
て支援を図ることができた。

産業課
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国県等
補助金

交付金
充当額

その他収入 一般財源
担当課

Ｎ
ｏ

区分 事業の名称 事業の概要・実施状況
始期
終期

効果検証事業費

財　　源

10
地域経済
対策

プレミアム商品券発行事
業

消費が落ち込んでいる町内商工農業
者を支援し、消費の拡大及び地域経
済活性化を図るため、10,000円購入で
15,000円分の利用が可能なプレミアム
商品券（プレミア率50％）を発行。
流通経済額　15,000円×10,139冊＝
152,085千円
商品券販売収入　10,000円×10,139冊
＝101,390千円
うちプレミア分（町負担額）　5,000円×
10,139冊＝ 50,695千円

R2.9
R3.3

158,065 54,829 101,390 1,846

医療従事者等へは支援の一環とし
て、プレミア商品券の購入冊数の制限
を緩和するとともに、経済の活性化と
家計への支援を図ることができた。

産業課

11

地域経済
対策
住民生活
支援

住環境改善助成事業

住環境の改善（住宅リフォーム）によ
り、新しい生活様式の継続支援と地域
経済の活性化を図った。
町内業者へ発注した場合に、助成率
50％（上限20万円、機器設置は5万円）
を補助した。
　交付決定件数　355件　　　　　　町内
受注業者　47社
　交付決定額　49,231千円　（1件平均
138千円）
　事業費総額　125,657千円

R2.9
R3.3

49,157 48,711 446

住環境の改善することで、ステイホー
ム等新しい生活様式を支援し、感染
拡大の抑制が図られたと共に、町内
事業者にとっては受注が増加し地域
経済の活性化を図ることができた。

建設課

12
感染拡大
防止対策

公立学校情報機器整備
費補助金

学校休業中も自宅で切れ目のない学
習機会を確保するため、遠隔学習機
能強化のためのスピーカー内蔵Ｗｅｂ
カメラを整備。

R2.9
R2.11

103 51 50 2

密集・密接を避けるオンライン集会や
再度の休校に備えた遠隔学習が可能
となり、オンライン学習等の機会を確
保することができた。

教育課

13
感染拡大
防止対策

学校教育施設水道蛇口
自動水栓取替事業

幼稚園、小学校、中学校の感染防止
対策を行うため、園内及び学校内のト
イレ・手洗い場の蛇口を自動水栓に取
り替えた。
　幼稚園22カ所　　小学校141カ所
中学校40カ所

R2.7
R2.8

8,250 8,200 50

幼稚園、小学校、中学校のトイレ及び
手洗い場の蛇口を自動推薦にする交
換することにより、感染防止対策を図
ることができた。。

教育課
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国県等
補助金

交付金
充当額

その他収入 一般財源
担当課

Ｎ
ｏ

区分 事業の名称 事業の概要・実施状況
始期
終期

効果検証事業費

財　　源

14
事業所支
援

学校臨時休業対策費補
助金

新型コロナウイルス感染症拡大による
学校臨時休業により、影響を被った学
校給食用食材納入業者へ支援を行っ
た。学校給食納入業者　6業者

R2.9
R2.9

486 364 121 1
学校給食関連事業者にキャンセル代
を支払うことで、事業所の継続支援を
図ることができた。

教育課

15
事業所支
援

学校給食関連事業者へ
の応援事業

新型コロナウイルス感染症拡大による
学校臨時休業により、影響を被った学
校給食用食材納入業者へ支援を行っ
た。学校給食納入業者　6業者

R2.9
R2.9

578 500 78
学校給食関連事業者にキャンセル代
を支払うことで、事業所の継続支援を
図ることができた。

教育課

16
感染拡大
防止対策

学校保健特別対策対策
事業補助金

学校再開に伴う感染症対策の徹底と
学習保障支援を行うため、各小学校に
加湿空気清浄機や単焦点プロジェク
ター、中学校にアクリルスタンド、プロ
ジェクター、大型モニター、加湿空気清
浄機などを配備。

R2.9
R3.3

4,737 2,250 2,250 237

児童生徒の学びの保障するために取
り組みに必要な経費を補助すること
で、学校の教育活動を継続するため
の支援をすることができた。

教育課

17
感染拡大
防止対策

学習保障などに係る支援
事業

学校再開に伴う感染症対策の徹底と
学習保障支援を行うため、各小学校に
加湿空気清浄機や単焦点プロジェク
ター、中学校にアクリルスタンド、プロ
ジェクター、大型モニター、加湿空気清
浄機などを配備。

R2.9
R3.3

1,185 800 385

児童生徒の学びを保障するために取
り組む必要な経費を補助することで、
学校の教育活動を継続するための支
援をすることができた。

教育課

18
感染拡大
防止対策

屋内運動場空調設備設
置事業

学校の屋内運動場は災害発生時に避
難所として開設するため、冷暖房の
整った空調施設を整備し、防寒対策、
熱中症対策を図るとともに、避難者の
分散により３密対策を実施し感染予防
を図る。
　小学校8基×3校＝24基　　中学校
27基　　計51基

R2.9
R3.6

繰越事業
144,650 110,000 34,650

学校の屋内運動場に空調設備を設置
することより、災害発生時の避難所と
して感染防止対策を図り、また、町内
の小学校３校と中学校１校を実施する
ことで、避難者の分散を図り感染予防
対策を図るようす支援することができ
た。

教育課

19
感染拡大
防止対策

図書館安全・安心確保事
業

図書館利用者の感染症拡大予防策と
して、図書消毒機などを導入。

R2.9
R2.12

1,056 1,000 56
図書除菌機を設置することにより感染
拡大防止を図ることができた。

教育課
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国県等
補助金

交付金
充当額

その他収入 一般財源
担当課

Ｎ
ｏ

区分 事業の名称 事業の概要・実施状況
始期
終期

効果検証事業費

財　　源

20
事業所支
援

デマンドタクシー車両購入
支援事業

新型コロナウイルス感染拡大により、
利用者が大幅に減少したデマンドタク
シー受託業者に対して、収束後の経営
持続化のため、省メンテナンスで環境
性能に優れ、キャッシュレス決済を搭
載した新車両の購入に対して車両購
入総支払額の70％を支援。

R2.9
R2.10

1,876 1,800 76

地域の重要な公共交通機関の経営
持続化及びキャッシュレス決裁を搭載
した新車を購入し感染症対策も図れ
た。

企画課

21
事業所支
援

上信電鉄運行支援事業

新型コロナウイルス感染拡大により、
利用者が大幅に減少した上信電鉄に
対して、事業継続と安全運行の両立を
図るため県と沿線5市町村が総額
101,000千円の財政支援を行った。
　負担割合　群馬県3/5、沿線市町村
負担分2/5
　このうち甘楽町負担割合10.14％

R2.9
R3.2

4,090 4,000 90
地域の重要な公共交通機関の経営
持続化を図る支援ができた。

企画課

合　計 540,935    2,665       388,283    101,390    48,597      
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